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　（注１）　本書中の「公開買付者」及び「当社」とは、株式会社大林組をいいます。

　（注２）　本書中の「対象者」とは、大林道路株式会社をいいます。

　（注３）　本書中の記載において計数が四捨五入又は切捨てされている場合、合計として記載される数値は計数の総和

と必ずしも一致しません。

　（注４）　本書中の「法」とは、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）をいいます。

　（注５）　本書中の「令」とは、金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号。その後の改正を含みます。）をいい

ます。

　（注６）　本書中の「府令」とは、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大蔵

省令第38号。その後の改正を含みます。）をいいます。

　（注７）　本書中の「株券等」とは、株式に係る権利をいいます。

　（注８）　本書中の記載において、日数又は日時の記載がある場合は、特段の記載がない限り、日本国における日数又

は日時を指すものとします。

　（注９）　本書中の「営業日」とは、行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号。その後の改正を含みま

す。）第１条第１項各号に掲げる日を除いた日をいいます。

　（注10）　本書の提出にかかる公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）は、日本の金融商品取引法で定めら

れた手続及び情報開示基準を遵守して実施されますが、これらの手続及び基準は、米国における手続及び情

報開示基準とは必ずしも同じではありません。特に米国1934年証券取引所法（Securities Exchange Act of

1934。その後の改正を含みます。）第13条(e)項又は第14条(d)項及び同条の下で定められた規則は本公開買

付けには適用されず、本公開買付けはこれらの手続及び基準に沿ったものではありません。

　（注11）　本公開買付けに関するすべての手続は、特段の記載がない限り、すべて日本語において行われるものとしま

す。本公開買付けに関する書類の全部又は一部については英語で作成されますが、当該英語の書類と日本語

の書類との間に齟齬が存した場合には、日本語の書類が優先するものとします。

　（注12）　本書中の記載には、米国1933年証券法（Securities Act of 1933。その後の改正を含みます。）第27Ａ条及

び米国1934年証券取引所法第21Ｅ条で定義された「将来に関する記述」が含まれています。既知若しくは未
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知のリスク、不確実性その他の要因により、実際の結果が「将来に関する記述」として明示的又は黙示的に

示された予測等と大きく異なることがあります。公開買付者又は関連者（affiliate）は、「将来に関する

記述」として明示的又は黙示的に示された結果が達成されることを保証するものではありません。本書中の

「将来に関する記述」は、本書の日付の時点で公開買付者が有する情報を基に作成されたものであり、法令

で義務付けられている場合を除き、公開買付者又はその関連者は、将来の事象や状況を反映するために、そ

の記述を更新又は修正する義務を負うものではありません。

　（注13）　公開買付者、公開買付者及び対象者の各ファイナンシャル・アドバイザー並びに公開買付代理人（これらの

関連者を含みます。）は、それらの通常の業務の範囲において、日本の金融商品取引関連法規制及びその他

適用ある法令上許容される範囲で、米国1934年証券取引所法規則14e－5(b)の要件に従い、対象者の株式を

自己又は顧客の勘定で、本公開買付けの開始前、又は本公開買付けにおける買付け等の期間（以下「公開買

付期間」といいます。）中に本公開買付けによらず買付け又はそれに向けた行為を行う可能性があります。

そのような買付けに関する情報が日本で開示された場合には、当該買付けを行った者のウェブサイト（又は

その他の開示方法）においても英文で開示が行われます。
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第１【公開買付要項】

１【対象者名】

大林道路株式会社

 

２【買付け等をする株券等の種類】

普通株式

 

３【買付け等の目的】

(1）本公開買付けの概要

　当社は、本書提出日現在、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）市場第一部に上場

している対象者の普通株式（以下「対象者普通株式」といいます。）18,746,521株（所有割合（注）：41.67％）

を所有しており、実質支配力基準に基づき、対象者を連結子会社としております。この度、当社は、平成29年５月

10日開催の取締役会において、対象者を当社の完全子会社とすることを目的として、対象者の発行済株式の全て

（当社が既に所有している対象者普通株式及び対象者が所有する自己株式を除きます。以下同じです。）を対象と

して、本公開買付けを実施することを決定いたしました。

 

（注）　「所有割合」とは、対象者が平成29年５月10日に公表した「平成29年３月期決算短信〔日本基準〕（連

結）」（以下「本決算短信」といいます。）に記載された平成29年３月31日現在の発行済株式総数

（46,818,807株）から、本決算短信に記載された同日現在の対象者が所有する自己株式数（1,829,234

株）を控除した株式数（44,989,573株）に占める割合をいいます（小数点以下第三位を四捨五入しており

ます。以下、他の取扱いを定めない限り同じです。）。以下同じです。

 

　当社は、対象者を当社の完全子会社とすることを目的としているため、本公開買付けにおいて、買付予定数の上

限を設定しておりません。また、対象者の株主の皆様に対象者普通株式の売却の機会を提供するため、当社は、本

公開買付けにおいて、買付予定数の下限を設定しておりません。従って、本公開買付けにおいては、本公開買付け

に応じて売付け等がなされた株券等（以下「応募株券等」といいます。）の全部の買付け等を行います。さらに、

当社は、対象者を当社の完全子会社とすることを目的としているため、本公開買付けにおいて対象者の発行済株式

の全てを取得できなかった場合には、下記「(4）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関す

る事項）」に記載の対象者の株主を当社のみとするための一連の手続（以下、本公開買付けと併せて「本取引」と

いいます。）を実施することにより、対象者の発行済株式の全てを取得することを予定しております。なお、本公

開買付け後に当社が所有する対象者の議決権が対象者の総議決権の３分の２を下回る場合であっても、当社は、対

象者普通株式を追加で取得する具体的な予定は現時点においてなく、また、対象者に対し、下記「(4）本公開買付

け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」の「②　株式併合」に記載の手続の実施の要請を

行うことを現時点において予定しております。対象者の本株主総会（下記「(4）本公開買付け後の組織再編等の方

針（いわゆる二段階買収に関する事項）」において定義します。）において当該手続に係る議案が否決された場合

について、当社は、現時点において、対象者普通株式を追加で取得する具体的な予定はありません。

　また、平成29年５月10日に対象者が公表した「支配株主である株式会社大林組による当社株式に対する公開買付

けに関する賛同及び応募推奨のお知らせ」（以下「対象者プレスリリース」といいます。）によれば、対象者は、

本取引により対象者の企業価値の一層の向上が見込まれ、また、本公開買付けにおける対象者普通株式の買付け等

の価格（以下「本公開買付価格」といいます。）を含む本取引における諸条件は妥当であり、本公開買付けは、対

象者の株主の皆様に対して合理的な株式の売却の機会を提供するものであると判断し、同日開催の対象者の取締役

会において、本公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対して、本公開買付けへの応

募を推奨する旨の決議をしたとのことです。

　対象者によれば、上記対象者取締役会決議は、下記「４　買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券

等の数」の「(2）買付け等の価格」の「算定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利

益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保するための措置）」の「⑤　対象者における利害関係

を有しない取締役全員の承認及び監査役の異議がない旨の意見」に記載の方法により決議されているとのことで

す。

 

(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針

　当社は、明治25年１月、大林芳五郎が個人企業として大阪市に創業し、個人企業を明治42年７月に合資会社大林

組に改め、さらに大正７年12月に株式会社大林組と改めました。その後、昭和11年12月に株式会社第二大林組が設

立され、翌年３月に同社は在来の株式会社大林組を吸収合併した上、商号を株式会社大林組に変更いたしました。

本書提出日現在、当社グループは、当社及び対象者を含む連結子会社88社、持分法適用関連会社26社で構成され、

その主な事業内容は、建設事業（国内建築事業、海外建築事業、国内土木事業及び海外土木事業）、不動産事業及

びその他事業（ＰＦＩ事業、再生可能エネルギー事業等）を展開しています。当社グループは、平成29年度（平成
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30年３月期）を初年度とする「中期経営計画2017」において、「最高水準の技術力と生産性を備えたリーディング

カンパニー」と「多様な収益源を創りながら進化する企業グループ」を「目指す将来像」とし、「ゼネコン」の枠

にとらわれることなく成長を続け、事業環境の変化にしなやかに適応しながら、全てのステークホルダーの期待に

応える企業グループへと進化することを目指しております。その上で、「目指す将来像」の実現に向けてスタート

を切る本計画の５年間については、当社グループの総力をあげて、連結売上高、連結営業利益及び連結当期純利益

が過去最高である現在の業績を維持・拡大させ、機会を捉えた成長投資や想定外の事業環境の変動に対応できる強

固な経営基盤を構築するとともに、事業領域の深化・拡大及びグローバル化を実行するための技術の開発・獲得、

人材の育成、新たなビジネスモデルの創出とこれらを支える戦略的な投資の実施など「将来への布石」を打ってい

くことを基本方針としています。

 

　一方、対象者は、昭和８年８月に株式会社大林組の傍系会社として東洋鋪装株式会社の商号で設立され、昭和46

年４月に東京証券取引所市場第二部に上場、昭和48年２月に東京証券取引所市場第一部及び株式会社大阪証券取引

所市場第一部に上場いたしました。主な事業内容は、舗装工事、土木工事、建築工事等の請負並びにこれらに関連

する事業であり、そのほか、製品（アスファルト合材）の製造・販売及び再生砕石の製造・販売等の事業活動を展

開しております。平成29年度（平成30年３月期）を初年度とする「中期経営計画2021」では、「豊かな生活環境の

創造に向けて　地域社会と共に歩み　人間尊重の経営を行う」という企業理念のもと、持続的企業価値の向上に努

めることとしております。また、「コンプライアンスを重視した企業風土の確立」、「変化する建設市場の中で安

定した収益を持続的に確保」、「技術導入や技術開発を積極的に推進し技術力向上」、「人材の確保と育成」を基

本方針として、コンプライアンスの更なる徹底とともに、建設事業における競争力強化のため、環境分野の技術開

発や民間営業への注力、小規模商業施設等の建築事業の強化を図りつつ、製造・販売他事業においては、製造設備

の更新・強化による製造コストの低減と品質の向上、環境保全に努め、販売量を確保することを目指しておりま

す。

　当社と対象者は、当社グループとしてこれまでも長年にわたり技術・人材交流や建築外構工事、土木工事取引を

通じた連携強化に取り組んで参りました。現在、当社グループを取り巻く事業環境は、オリンピック関連施設、首

都圏の大型再開発や国土強靭化に向けたインフラ維持更新など、当社グループが力を発揮できる分野の建設需要

が、当面堅調に推移すると考えられるものの、人口減少を背景に長期的には国内建設市場の拡大は見込みにくい状

況です。また、当社グループにおいても、人材の確保・育成や働き方改革への取り組みが求められております。さ

らに、特に道路建設業界においては、民間設備投資は企業収益の改善を背景に緩やかな増加基調が続くと思われま

すが、公共投資は減少傾向にあり、また、先行き不透明な原材料価格の動向や技術者・技能労働者不足の常態化な

ど、企業収益への影響が懸念されます。

　このような当社グループを取り巻く事業環境の変化の中で、対象者を含む当社グループ各社の収益力の向上のた

めには、更なるグループ経営の推進とともに、ＩｏＴ（Internet of Things。すべてのモノがインターネットを通

じてつながること）・ＡＩ（Artificial Intelligence。人工知能）などの技術革新も取り込んだ飛躍的な生産性

向上とそれに伴う競争力の向上、高度な技術を持つ専門的人材の確保が急務となっております。

　具体的に、対象者において、上記のような事業環境の変化の中で中長期的な収益向上を実現するためには、建設

事業において、官公庁元請工事の受注拡大のためのＰＦＩ事業への進出や、当面堅調に推移することが見込まれる

民間設備投資への対応として、メガソーラー工事や小規模商業施設等の建築工事を含む民間顧客への営業強化と、

環境型舗装（路面温度の上昇を抑制する舗装）といった環境分野の技術開発促進を図っていくことが考えられま

す。また、人手不足の常態化への対策として、当社と対象者が連携して土木、舗装工事のＩＣＴ施工機械

（Information and Communication Technology（情報通信技術）を用いて作業装置の高さや傾きなどを自動制御す

る施工機械）の導入・開発を行うことなどが考えられます。さらに、アスファルト合材ほかの製造・販売事業にお

いては、更なる事業強化を行うべく、製造設備の更新・強化による製造コストの低減と品質の向上、環境保全に努

め、製造・販売量の確保を図っていくことが考えられます。

　しかし、対象者においてこうした施策を実施するにあたっては、当社との間の経営資源及びノウハウの相互活用

等の一体経営が必要となるところ、コーポレート・ガバナンスに対する意識が高まり、少数株主が存在する親子会

社間の取引に対して厳しい目が注がれるようになっている近年の状況に鑑みると、対象者が上場を維持し、少数株

主が存在する現在の状態では、当社と対象者の間の取引において客観的な公正性を確保しつつ、経済環境の変化に

迅速に対応し相互のシナジーを図るという上記施策を実行することは困難になりつつあります。また、対象者の上

場を維持したままでは、上記の施策を実施するにあたり、迅速な意思決定が行いにくいといった課題を有している

ものと認識しております。さらに、中長期的視野に立った内部留保による成長投資の実施にあたっては、更なる株

主還元の充実を求める少数株主との間で利益相反が顕在化することも想定されます。

 

　加えて、対象者において、東日本高速道路株式会社東北支社及び関東支社が発注する東日本大震災に係る舗装災

害復旧工事の入札に関し、平成28年９月、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54

号。その後の改正を含みます。以下「独占禁止法」といいます。）の違反に基づき公正取引委員会から処分を受け

たことに鑑み、当社は、対象者の更なるコンプライアンスの強化が必要であると考えております。
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　かかる状況の下、当社は、平成29年１月中旬、対象者に対し、更なるグループ経営の推進により両社の企業価値

を向上させることを目的とした中長期成長戦略と諸施策の協議・検討について提案し、当社と対象者は、同年３月

上旬から協議・検討を重ねて参りました。その結果、当社は、当社が対象者を完全子会社化することは、親子上場

に伴う親会社と少数株主の将来的な利益相反の回避、並びにグループ経営戦略における意思決定の迅速化等、当社

グループ経営の自由度の向上に資すると判断されることに加え、当社主導の下でより実効性のある法令遵守体制の

構築・運用をはじめとする対象者の更なるコンプライアンスの強化が可能となり、また、当社が対象者を完全子会

社化することによるノウハウの共有、技術開発の促進と生産力の向上、営業情報の集約化による競争力の向上、当

社グループ内での人的・財務的経営リソースの効果的な配分等、グループ経営基盤の強化による対象者の企業価値

の向上及びグループ全体の事業効率の向上のために非常に有益であり、当社グループの「将来への布石」となり得

るとの結論に至りました。

 

　このような状況下で、同年３月上旬、当社は、当社及び対象者から独立したファイナンシャル・アドバイザー及

び第三者算定機関として野村證券株式会社（以下「野村證券」といいます。）を、リーガル・アドバイザーとして

アンダーソン・毛利・友常法律事務所をそれぞれ選任し、対象者は、本取引に関して当社及び対象者から独立した

ファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関として株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行（以下「三菱東京ＵＦＪ

銀行」といいます。）を、リーガル・アドバイザーとして弁護士法人大江橋法律事務所（以下「大江橋法律事務

所」といいます。）をそれぞれ選任し、さらに利益相反回避のため第三者委員会（当該第三者委員会の構成及び具

体的な活動内容等については、下記「４　買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数」の「(2）

買付け等の価格」の「算定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避する

ための措置等本公開買付けの公正性を担保するための措置）」の「③　対象者における独立した第三者委員会の設

置」をご参照ください。）を設置し、本取引に係る協議・交渉を行う体制を構築しました。その上で、当社及び対

象者は、両社の企業価値を一層向上させることを目的として、複数回に亘る協議・検討を重ねて参りました。その

後、当社は、平成29年４月下旬に対象者に対して本公開買付けの最終提案を実施し、当社及び対象者の間で協議・

交渉がなされました。

　その結果、当社は、当社が対象者を完全子会社化することは、上記のとおり、当社グループ経営の自由度の向上

に資すると判断されることに加え、対象者の更なるコンプライアンスの強化が可能となり、また、グループ経営基

盤の強化による対象者の企業価値の向上及びグループ全体の事業効率の向上のために非常に有益であり、当社グ

ループの「将来への布石」となり得るとの結論に至ったため、平成29年５月10日開催の取締役会において本公開買

付けの開始を決議いたしました。

　また、対象者プレスリリースによれば、対象者は、上記に記載のとおり、当社の提案を受け、本公開買付価格を

含む本取引における諸条件の公正性を担保すべく、本取引に関して当社及び対象者から独立したファイナンシャ

ル・アドバイザー及び第三者算定機関として三菱東京ＵＦＪ銀行を、リーガル・アドバイザーとして大江橋法律事

務所を選任したとのことです。また、本公開買付けを含む本取引に係る対象者の意思決定の恣意性を排除し、意思

決定過程の公正性、透明性及び客観性を確保することを目的として、対象者の諮問機関として第三者委員会を設置

し、本取引の目的、本取引後の経営体制・方針、本取引における諸条件等について、当社及び当社のファイナン

シャル・アドバイザーである野村證券との間で、複数回に亘る協議・交渉を重ねてきたとのことです。

　また、本公開買付価格について、対象者は、平成29年４月中旬以降、リーガル・アドバイザーである大江橋法律

事務所から本公開買付けにおける意思決定過程、意思決定方法その他本公開買付けに関する意思決定にあたっての

留意点についての法的助言を受け、当社との交渉を開始し、当社との間で複数回に亘り協議・交渉を行ったとのこ

とです。さらに、第三者委員会からも、対象者に対して本公開買付価格の算定に関する見解等について直接質疑応

答が行われたとのことです。対象者は、平成29年５月９日付で三菱東京ＵＦＪ銀行より対象者普通株式に係る正式

な株式価値算定書（以下「対象者算定書」といいます。）を取得し、また、第三者委員会から同日付で答申書（以

下「本答申書」といいます。）の提出を受けたとのことです（本答申書の概要及び第三者委員会の具体的な活動内

容等については、下記「４　買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数」の「(2）買付け等の価

格」の「算定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等

本公開買付けの公正性を担保するための措置）」の「③　対象者における独立した第三者委員会の設置」をご参照

ください。）。

　その上で、対象者取締役会は、大江橋法律事務所から得た本公開買付けを含む本取引に関する意思決定過程、意

思決定方法その他本公開買付けを含む本取引に関する意思決定にあたっての留意点についての法的助言及び第三者

算定機関である三菱東京ＵＦＪ銀行から取得した対象者算定書の内容を踏まえつつ、第三者委員会から取得した本

答申書の内容を最大限に尊重しながら、本取引により対象者の企業価値の向上を図ることができるか、本公開買付

価格を含む本取引における諸条件は妥当なものであるか等の観点から慎重に協議・検討を行ったとのことです。

　その結果、対象者は、本取引により対象者の企業価値の一層の向上が見込まれるとともに、本公開買付けは、対

象者の株主の皆様に対して合理的な株式の売却の機会を提供するものであると判断し、平成29年５月10日開催の取

締役会において、本公開買付けに賛同する意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対して、本公開買付け

への応募を推奨する旨の決議をしたとのことです。
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　なお、対象者における意思決定の過程については、下記「４　買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の

株券等の数」の「(2）買付け等の価格」の「算定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及

び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保するための措置）」の「⑤　対象者における利害

関係を有しない取締役全員の承認及び監査役の異議がない旨の意見」をご参照ください。

　当社は、対象者の完全子会社化後、建設事業の一体運営により全体最適化を図り、当社の技術力、財務力を活か

した強固なグループ経営の実践により、対象者も含めた当社グループ全体の収益力を向上させていく所存です。当

社と対象者が連携して土木、舗装工事のＩＣＴ施工機械をはじめとする効果的な技術開発や人材の確保・育成を進

めることにより、生産力をさらに向上させ、当社と対象者の全国の営業情報を集約し有効活用することで、当社グ

ループ全体の競争力を強化いたします。また、ノウハウを共有して、対象者の小規模建築事業の強化を図るととも

に、ＰＦＩ事業などの新たな事業への取り組みにより、当社グループの収益基盤の多様化を一層推進して参りま

す。成長投資については、当社グループ内の財務的経営リソースを効果的に活用し、長期的視野に立ち、高い収益

性が見込まれる案件について積極的かつ機動的に取り組みます。さらに、意思決定を迅速化することで、先行きの

不透明な事業環境においてもスピーディーな経営判断の下でグループ力をさらに強化し、対象者の更なるコンプラ

イアンスの強化とともに企業価値の向上に努めて参ります。

　なお、本書提出日現在において、対象者の取締役会は８名の取締役で構成されており、そのうち１名が当社から

の出向者であり、１名が当社の執行役員を兼務しております。今後の対象者の経営体制につきましては、本書提出

日現在において未定ではありますが、対象者の現在の経営体制を尊重することを基本としつつ、今後、対象者と協

議の上で決定していく予定です。

 

(3）本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担

保するための措置

　当社及び対象者は、対象者が当社の連結子会社であり、本公開買付けを含む本取引が支配株主との重要な取引等

に該当することに鑑み、本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公

開買付けの公正性を担保するための措置として、以下の措置を実施しております。

 

①　公開買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

②　対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

③　対象者における独立した第三者委員会の設置

④　対象者における独立した法律事務所からの助言

⑤　対象者における利害関係を有しない取締役全員の承認及び監査役の異議がない旨の意見

⑥　他の買付者からの買付機会を確保するための措置

 

　以上の詳細については、下記「４　買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数」の「(2）買付

け等の価格」の「算定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するため

の措置等本公開買付けの公正性を担保するための措置）」をご参照ください。

 

(4）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）

　当社は、上記「(1）本公開買付けの概要」に記載のとおり、本公開買付けにおいて当社が対象者の発行済株式の

全てを取得できなかった場合には、本公開買付け成立後、以下の方法により、対象者の発行済株式の全ての取得を

目的とした手続を実施することを予定しております。

①　株式売渡請求

　当社は、本公開買付けの成立により、当社の所有する対象者の議決権の合計数が対象者の総株主の議決権の数

の90％以上となった場合には、本公開買付けの決済完了後速やかに、会社法（平成17年法律第86号。その後の改

正を含みます。以下同じです。）第179条に基づき、対象者の株主（当社及び対象者を除きます。）の全員に対

し、その所有する対象者普通株式の全部を売り渡すことを請求（以下「株式売渡請求」といいます。）する予定

です。株式売渡請求においては、対象者普通株式１株当たりの対価として、本公開買付価格と同額の金銭を対象

者の株主（当社及び対象者を除きます。）に対して交付することを定める予定です。この場合、当社は、その旨

を対象者に通知し、対象者に対して株式売渡請求の承認を求めます。対象者が取締役会の決議により当該株式売

渡請求を承認した場合には、関係法令の定める手続に従い、対象者の株主の個別の承諾を要することなく、当社

は、当該株式売渡請求において定めた取得日をもって、対象者の株主（当社及び対象者を除きます。）全員から

その所有する対象者普通株式の全部を取得します。なお、対象者プレスリリースによれば、対象者は、当社より

株式売渡請求がなされた場合には、対象者取締役会にてかかる株式売渡請求を承認する予定とのことです。株式

売渡請求がなされた場合については、会社法第179条の８その他の関係法令の定めに従って、対象者の株主は、

裁判所に対して、その有する対象者普通株式の売買価格の決定の申立てを行うことができます。

②　株式併合

　他方で、本公開買付けの成立後、当社の所有する対象者の議決権の合計数が対象者の総株主の議決権の数の

90％未満である場合には、当社は、平成29年８月下旬又は９月上旬に開催される予定の対象者臨時株主総会（以
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下「本株主総会」といいます。）にて、会社法第180条に基づき対象者普通株式の併合（以下「株式併合」とい

います。）を行うこと及び株式併合の効力発生を条件として単元株式数の定めを廃止する旨の定款変更を行うこ

とを付議議案とすることを対象者に要請する予定です。当社は、本株主総会において上記各議案に賛成する予定

です。なお、本公開買付け後に当社が所有する対象者の議決権が対象者の総議決権の３分の２を下回る場合で

あっても、当社は、対象者普通株式を追加で取得する具体的な予定は現時点においてなく、また、対象者に対

し、当該要請を行うことを現時点において予定しております。本株主総会において上記各議案が否決された場合

について、当社は、現時点において、対象者普通株式を追加で取得する具体的な予定はありません。

　本株主総会において株式併合の議案についてご承認をいただいた場合には、株式併合がその効力を生ずる日に

おいて、対象者の株主は、本株主総会においてご承認をいただいた株式併合の割合に応じた数の対象者普通株式

を所有することとなります。株式併合をすることにより株式の数に１株に満たない端数が生じるときは、対象者

の株主に対して、会社法第235条その他の関係法令の定める手続に従い、当該端数の合計数（合計した数に１株

に満たない端数がある場合には、当該端数は切り捨てられます。以下同じです。）に相当する対象者普通株式を

対象者又は当社に売却することによって得られる金銭が交付されることになります。当該端数の合計数に相当す

る対象者普通株式の売却価格については、当該売却の結果、本公開買付けに応募しなかった対象者の株主（当社

及び対象者を除きます。）に交付される金銭の額が、本公開買付価格に当該各株主が所有していた対象者普通株

式の数を乗じた価格と同一となるよう設定した上で、裁判所に対して任意売却許可の申立てを行うことを対象者

に要請する予定です。また、対象者普通株式の併合の割合は、本書提出日現在において未定ですが、当社のみが

対象者普通株式の全て（対象者が所有する自己株式を除きます。）を所有することとなるよう、本公開買付けに

応募しなかった対象者の株主（当社及び対象者を除きます。）の所有する対象者普通株式の数が１株に満たない

端数となるように決定される予定です。

　株式併合がなされた場合であって、株式併合をすることにより株式の数に１株に満たない端数が生じるとき

は、会社法第182条の４及び第182条の５その他の関係法令の定めに従い、本公開買付けに応募しなかった対象者

の株主（当社及び対象者を除きます。）は、対象者に対し、自己の所有する株式のうち１株に満たない端数とな

るものの全部を公正な価格で買い取ることを請求することができる旨及び裁判所に対して対象者普通株式の価格

の決定の申立てを行うことができる旨が会社法上定められております。なお、本公開買付けは、本株主総会にお

ける対象者の株主の皆様の賛同を勧誘するものでは一切ありません。

 

　上記①及び②の各手続については、関係法令についての改正、施行及び当局の解釈等の状況、並びに本公開買付

け後の当社による対象者普通株式の所有状況又は当社以外の対象者の株主の対象者普通株式の所有状況等によって

は、実施に時間を要し、又は実施の方法に変更が生じる可能性があります。但し、その場合でも、本公開買付けが

成立した場合には、本公開買付けに応募しなかった対象者の株主（当社及び対象者を除きます。）に対しては、最

終的に金銭を交付する方法が採用される予定であり、その場合に当該対象者の株主に交付される金銭の額について

は、本公開買付価格に当該対象者の株主が所有していた対象者普通株式の数を乗じた価格と同一になるよう算定す

る予定です。もっとも、株式売渡請求に関する売買価格の決定の申立て又は株式併合についての株式買取請求に関

する価格の決定の申立てがなされた場合において、対象者普通株式の売買価格又は株式買取請求に関する価格は、

最終的に裁判所が判断することになります。

　以上の各場合における具体的な手続及びその実施時期等については、対象者と協議の上、決定次第、対象者が速

やかに公表する予定です。なお、本公開買付けへの応募又は上記の各手続における税務上の取扱いについては、対

象者の株主の皆様が自らの責任にて税務専門家にご確認ください。
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(5）上場廃止となる見込み及びその事由

　対象者普通株式は、本書提出日現在、東京証券取引所市場第一部に上場されていますが、当社は、本公開買付け

において買付けを行う株券等の数に上限を設定していないため、本公開買付けの結果次第では、東京証券取引所の

定める上場廃止基準に従って、対象者普通株式は、所定の手続を経て上場廃止となる可能性があります。また、本

公開買付けの成立時点では当該基準に該当しない場合でも、本公開買付けの成立後に、上記「(4）本公開買付け後

の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の各手続を実行することとなった場合には、上

場廃止基準に該当し、対象者普通株式は、所定の手続を経て上場廃止となります。なお、上場廃止後は、対象者普

通株式を東京証券取引所において取引することができなくなります。

 

４【買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数】

（１）【買付け等の期間】

①【届出当初の期間】

買付け等の期間 平成29年５月11日（木曜日）から平成29年６月21日（水曜日）まで（30営業日）

公告日 平成29年５月11日（木曜日）

公告掲載新聞名

電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。

電子公告アドレス

（http://disclosure.edinet-fsa.go.jp/）

 

②【対象者の請求に基づく延長の可能性の有無】

　該当事項はありません。

 

③【期間延長の確認連絡先】

　該当事項はありません。
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（２）【買付け等の価格】

株券 普通株式１株につき金940円

新株予約権証券 ―

新株予約権付社債券 ―

株券等信託受益証券

（　　　　　）

―

株券等預託証券

（　　　　　）

―

算定の基礎 　当社は、本公開買付価格の公正性を担保するため、本公開買付価格を決定するにあたり、当

社及び対象者から独立した第三者算定機関としてのファイナンシャル・アドバイザーである野

村證券に対象者の株式価値の算定を依頼いたしました。野村證券は、対象者普通株式につい

て、市場株価平均法、類似会社比較法及びディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下

「ＤＣＦ法」といいます。）による算定を行い、当社は平成29年５月９日に野村證券から株式

価値算定書（以下「公開買付者算定書」といいます。）を取得いたしました。なお、当社は、

野村證券から本公開買付価格の妥当性に関する意見（フェアネス・オピニオン）を取得してお

りません。

 　野村證券による対象者の１株当たり株式価値の算定結果は以下のとおりです。

  

 市場株価平均法　　653円～694円

 類似会社比較法　　585円～1,090円

 ＤＣＦ法　　　　　719円～1,350円

  

 　市場株価平均法では、平成29年５月９日を基準日として、東京証券取引所市場第一部におけ

る対象者普通株式の普通取引の終値694円、直近５営業日の終値の単純平均値688円（小数点以

下四捨五入。以下終値の単純平均値の計算において同じです。）、直近１ヶ月間の終値の単純

平均値653円、直近３ヶ月間の終値の単純平均値670円及び直近６ヶ月間の終値の単純平均値

685円を基に、対象者の１株当たり株式価値の範囲を653円から694円までと分析しておりま

す。

 　次に、類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を営む上場企業の市場株価や収益

性等を示す財務指標との比較を通じて、対象者の株式価値を算定し、対象者の１株当たり株式

価値の範囲を585円から1,090円までと分析しております。

 　最後に、ＤＣＦ法では、対象者の平成30年３月期から平成34年３月期までの事業計画におけ

る収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素を前提として、対象者が平成30年３月期

以降の将来において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現

在価値に割り引いて企業価値や株式価値を分析し、対象者の１株当たり株式価値の範囲を719

円から1,350円までと分析しております。なお、ＤＣＦ法において前提とした対象者の事業計

画においては、大幅な増減益は見込んでおりません。また、本取引の実行により実現すること

が期待されるシナジー効果につきましては、現時点において収益に与える影響を具体的に見積

もることは困難であるため反映しておりません。

 　当社は、野村證券から取得した公開買付者算定書記載の各手法の算定結果を参考にし、過去

の発行者以外の者による株券等の公開買付けの事例において買付け等の価格決定の際に付与さ

れたプレミアムの実例、対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、対象者普通株

式の市場株価の動向及び本公開買付けに対する応募数の見通し等を総合的に勘案し、かつ、対

象者との協議・交渉の結果等も踏まえ、最終的に平成29年５月10日開催の取締役会の決議に

よって、本公開買付価格を１株当たり金940円と決定いたしました。
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 　なお、本公開買付価格である１株当たり金940円は、本公開買付けの実施についての公表日

の前営業日である平成29年５月９日の東京証券取引所市場第一部における対象者普通株式の普

通取引終値の694円に対して35.45％（小数点以下第三位四捨五入。以下本項の％の数値におい

て同じです。）、過去１ヶ月間（平成29年４月10日から平成29年５月９日まで）の普通取引終

値の単純平均値653円に対して43.95％、過去３ヶ月間（平成29年２月10日から平成29年５月９

日まで）の普通取引終値の単純平均値670円に対して40.30％、過去６ヶ月間（平成28年11月10

日から平成29年５月９日まで）の普通取引終値の単純平均値685円に対して37.23％のプレミア

ムをそれぞれ加えた金額となります。また、本公開買付価格は、本書提出日の前営業日である

平成29年５月10日の東京証券取引所市場第一部における対象者普通株式の普通取引終値の694

円に対して35.45％のプレミアムを加えた金額となります。

算定の経緯 （本公開買付価格の決定に至る経緯）

 　当社は、平成28年11月中旬に、本公開買付けの検討を開始し、平成29年３月上旬、当社及び

対象者から独立したファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関として野村證券を、

リーガル・アドバイザーとしてアンダーソン・毛利・友常法律事務所をそれぞれ選任し、ま

た、対象者は、本取引に関して当社及び対象者から独立したファイナンシャル・アドバイザー

及び第三者算定機関として三菱東京ＵＦＪ銀行を、リーガル・アドバイザーとして大江橋法律

事務所をそれぞれ選任し、本公開買付けに係る協議・交渉を行う体制を構築しました。その上

で、当社は、本公開買付けの実現可能性の精査のためのデュー・ディリジェンスを平成29年３

月下旬から同年４月中旬まで実施するとともに、並行して、対象者との間で、本公開買付けを

含む本取引の諸条件についての協議を続けて参りました。さらに、当社は、平成29年４月中旬

以降、対象者との間で、本公開買付価格に関して複数回に亘る協議・交渉を重ねて参りまし

た。その後、当社は、平成29年４月下旬に対象者に対して本公開買付けの最終提案を実施し、

対象者との間で協議・交渉いたしました。

 　その結果、当社が対象者を完全子会社化することは、親子上場に伴う親会社と少数株主の将

来的な利益相反の回避、並びにグループ経営戦略における意思決定の迅速化等、当社グループ

経営の自由度の向上に資すると判断されることに加え、対象者の更なるコンプライアンスの強

化が可能となり、また、当社が対象者を完全子会社化することによるノウハウの共有、技術開

発の促進と生産力の向上、営業情報の集約化による競争力の向上、当社グループ内での人的・

財務的経営リソースの効果的な配分等、グループ経営基盤の強化による対象者の企業価値の向

上及びグループ全体の事業効率の向上のために非常に有益であり、当社グループの「将来への

布石」となり得るとの結論に至り、当社は平成29年５月10日開催の取締役会において、本公開

買付けの実施を決定し、以下の経緯により本公開買付価格について決定いたしました。

  

 （ⅰ）第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

 　当社は、本公開買付価格を決定するにあたり、当社のファイナンシャル・アドバイザー

である野村證券に対象者の株式価値の算定を依頼しました。なお、野村證券は当社及び対

象者の関連当事者には該当せず、本公開買付けに関して、重要な利害関係を有しておりま

せん。また、当社は野村證券から対象者普通株式の本公開買付価格の妥当性に関する意見

（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。
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 （ⅱ）当該意見の概要

 　野村證券は、市場株価平均法、類似会社比較法及びＤＣＦ法の各手法を用いて対象者の

株式価値の算定を行っており、各手法において算定された対象者普通株式１株当たりの株

式価値の範囲はそれぞれ以下のとおりです。

  

 市場株価平均法　　653円～694円

 類似会社比較法　　585円～1,090円

 ＤＣＦ法　　　　　719円～1,350円

  

 （ⅲ）当該意見を踏まえて本公開買付価格を決定するに至った経緯

 　当社は、野村證券から取得した公開買付者算定書記載の各手法の算定結果を参考にし、

過去の発行者以外の者による株券等の公開買付けの事例において買付け等の価格決定の際

に付与されたプレミアムの実例、対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、

対象者普通株式の市場株価の動向及び本公開買付けに対する応募数の見通し等を総合的に

勘案し、かつ、対象者との協議・交渉の結果等も踏まえ、最終的に平成29年５月10日開催

の取締役会の決議によって、本公開買付価格を１株当たり金940円と決定いたしました。

詳細は、上記「算定の基礎」をご参照ください。

  

 （本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開

買付けの公正性を担保するための措置）

 　当社及び対象者は、対象者が当社の連結子会社であり、本公開買付けを含む本取引が支配株

主との重要な取引等に該当することに鑑み、本公開買付価格の公正性を担保するための措置及

び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保するための措置として、以下

の措置を実施しております。

  

 ①　公開買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

 　当社は、本公開買付価格の公正性を担保するため、本公開買付価格を決定するにあたり、

当社及び対象者から独立した第三者算定機関としてのファイナンシャル・アドバイザーであ

る野村證券に対象者の株式価値の算定を依頼しました。当社が野村證券から取得した対象者

の株式価値の算定結果に関する公開買付者算定書の詳細については、上記「算定の基礎」を

ご参照ください。

  

 ②　対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

 　対象者プレスリリースによれば、対象者の取締役会は、公開買付者から提示された本公開

買付価格を検討し、本公開買付けに対する意見を決定するにあたり、公正性を担保するため

の措置として、本取引に関して対象者及び公開買付者から独立した第三者算定機関としての

ファイナンシャル・アドバイザーである三菱東京ＵＦＪ銀行に対象者普通株式の株式価値の

分析を依頼したとのことです。第三者算定機関である三菱東京ＵＦＪ銀行は、対象者及び公

開買付者の関連当事者には該当しないとのことです。なお、同行は、対象者及び公開買付者

の株主たる地位を有しているほか、対象者及び公開買付者に対して融資を行っております

が、同行は銀行法（昭和56年法律第59号。その後の改正を含みます。）第13条の３の２第１

項及び銀行法施行規則（昭和57年大蔵省令第10号。その後の改正を含みます。）第14条の11

の３の３等の適用法令に従い、適切な利益相反管理体制を構築し、かつ実施しており、株主

及び貸付人の地位とは独立した立場で、対象者の株式価値の算定を行っているとのことで

す。対象者は、対象者の株式価値算定にあたり適切な弊害防止措置が講じられていると判断

し、三菱東京ＵＦＪ銀行を算定機関に選定したとのことです。
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 　三菱東京ＵＦＪ銀行は、複数の株式価値算定手法の中から対象者の株式価値算定にあたっ

て採用すべき算定手法を検討した上で、対象者が継続企業であるとの前提の下、対象者普通

株式の価値について多面的に評価することが適切であるとの考えに基づき、対象者普通株式

に市場株価が存在することから市場株価分析を、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上

場会社の市場株価と収益等を示す財務指標の比較を通じて対象者の株式価値が算定可能であ

ることから類似会社比較分析を、対象者の将来の事業活動の状況を評価に適切に反映するた

めにディスカウンテッド・キャッシュ・フロー分析（以下「ＤＣＦ分析」といいます。）を

それぞれ用いて対象者の株式価値の分析を行い、対象者は三菱東京ＵＦＪ銀行から平成29年

５月９日付で対象者算定書を取得しているとのことです。なお、対象者は、三菱東京ＵＦＪ

銀行から本公開買付価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）を取得していな

いとのことです。

 　上記各手法において分析された対象者普通株式１株当たりの株式価値の範囲はそれぞれ以

下のとおりとのことです。

  

 市場株価分析　　　　651円から697円

 類似会社比較分析　　790円から1,210円

 ＤＣＦ分析　　　　　755円から1,358円

  

 　まず、市場株価分析では、平成29年５月８日を基準日として、東京証券取引所市場第一部

における対象者普通株式の基準日終値697円、直近１ヶ月間の終値の単純平均値651円、直近

３ヶ月間の終値の単純平均値670円及び直近６ヶ月間の終値の単純平均値684円を基に、対象

者普通株式の１株当たりの株式価値の範囲を651円から697円までと分析しているとのことで

す。

 　次に類似会社比較分析では、国内にて上場している道路舗装工事業を手掛ける企業のう

ち、対象者との事業内容や企業規模等の類似性を考慮して、株式会社NIPPO、前田道路株式

会社、日本道路株式会社、世紀東急工業株式会社、東亜道路工業株式会社及び株式会社佐藤

渡辺を類似会社として選定し、企業価値／ＥＢＩＴＤＡ倍率を用いて、対象者普通株式の１

株当たりの株式価値の範囲を790円から1,210円までと分析しているとのことです。

 　ＤＣＦ分析においては、対象者が作成した平成30年３月期から平成34年３月期までの事業

計画、直近までの業績の動向、一般に公開された情報等の諸要素を考慮した対象者の将来の

収益予想に基づき、対象者が平成30年３月期以降の将来において生み出すと見込まれるフ

リー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り戻して対象者の企業価値や株

式価値を分析し、対象者普通株式の１株当たりの株式価値の範囲を755円から1,358円までと

分析しているとのことです。なお、割引率は6.00％から7.00％を採用しており、継続価値の

算定にあたってはマルチプル法及び永久成長率法を採用し、企業価値／ＥＢＩＴＤＡ倍率を

1.5倍～3.5倍、永久成長率を－0.50％～0.50％として算定しているとのことです。

 　ＤＣＦ分析の算定の前提とした対象者の事業計画に基づく財務予測は以下のとおりとのこ

とです。なお、当該財務予測においては大幅な増減益を見込んでいる事業年度は含まれてい

ないとのことです。また、本取引の実行により実現することが期待されるシナジー効果につ

きましては、現時点において収益に与える影響を具体的に見積もることは困難であるため反

映していないとのことです。

 
 

（単位：百万円）
 

 
平成30年
３月期

平成31年
３月期

平成32年
３月期

平成33年
３月期

平成34年
３月期

売上高 112,490 111,980 113,950 115,020 117,080

営業利益 7,381 7,397 7,932 8,042 8,252

ＥＢＩＴＤＡ 9,456 9,535 9,949 10,023 10,161

フ リー・キャッ

シュ・フロー
△3,722 3,832 3,156 3,145 3,763
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 ③　対象者における独立した第三者委員会の設置

 　対象者プレスリリースによれば、対象者取締役会は、本公開買付けを含む本取引に係る対

象者の意思決定の恣意性を排除し、意思決定過程の公正性、透明性及び客観性を確保するこ

とを目的として、対象者及び公開買付者から独立した、外部の有識者である長谷川臣介氏

（長谷川公認会計士事務所　公認会計士）及び高橋明人氏（高橋・片山法律事務所　弁護

士）並びに対象者の独立役員である社外監査役の桃崎有治氏（公認会計士）及び野本昌城氏

（弁護士）の４名から構成される第三者委員会（なお、対象者は、第三者委員会の設置当初

から上記４名を委員として選定しており、第三者委員会の委員を変更した事実はないとのこ

とです。）を設置し、平成29年４月３日、第三者委員会に対し(a)本取引の目的は合理的か

（本取引が対象者の企業価値向上に資するかを含みます。）、(b)本取引の条件（本公開買

付価格を含みます。）の公正性が確保されているか、(c)本取引において、公正な手続を通

じた対象者の株主の利益への十分な配慮がなされているか、及び(d)上記(a)から(c)までの

ほか、本取引は対象者の少数株主にとって不利益なものでないか（以下、総称して「本諮問

事項」といいます。）を諮問することを決議したとのことです。

 　第三者委員会は、平成29年３月21日より同年５月２日までの間に合計７回開催され、本諮

問事項についての協議及び検討を行ったとのことです。具体的には、かかる検討にあたり、

対象者、公開買付者及び三菱東京ＵＦＪ銀行から提出された資料を検討し、対象者、三菱東

京ＵＦＪ銀行及び大江橋法律事務所との質疑応答を行うだけでなく、委員による公開買付者

及び公開買付者のファイナンシャル・アドバイザーである野村證券を招いての質疑応答を

行ったとのことです。また、第三者委員会は、本諮問事項を検討するにあたり、より多くの

専門的な情報を取得した上で協議及び検討の参考とすべく、対象者及び公開買付者から独立

し、かつ、関連当事者に該当しないみずほ証券株式会社より、対象者の株式価値の評価に関

する補助的情報の提供を受けているとのことです。第三者委員会は、かかる手続を実施する

ことにより、本諮問事項について慎重に審議を行ったとのことです。

 　以上に基づき、第三者委員会は、平成29年５月９日に、対象者取締役会に対し、以下の

(ⅰ)ないし(ⅳ)のとおり検討及び評価をした結果、(a)本取引の目的は合理的であり、本取

引は対象者の企業価値向上に資すること、(b)本取引の条件（本公開買付価格を含みま

す。）の公正性は確保されていること、(c)本取引において、公正な手続を通じた対象者の

株主の利益への十分な配慮がなされていること及び(d)本取引は対象者の少数株主にとって

不利益なものではないことを内容とする本答申書を提出しているとのことです。

 　(ⅰ)対象者は公開買付者との間で対象者の属する市場環境や将来における動向予想等も踏

まえて本取引の必要性及びメリットの検討を行っていること、また対象者等から説明を受け

た対象者の今後の事業見通し及び成長見通し並びに本取引後の運営方針（すなわち、対象者

の主体性を尊重しつつ、対象者の強みを十分に活かした経営を行い対象者事業の更なる強化

を図っていくといった点）等については、対象者の事業内容及び経営状況を前提とした上

で、公開買付者の事業内容をも踏まえたものと言え、いずれも不合理なものとは認められな

いことから、本取引の目的は対象者の企業価値向上を目指したものと言うことができ、本取

引は対象者の企業価値向上に資するであろうと考える。
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 　(ⅱ)対象者は、本取引の条件、とりわけ本公開買付価格の公正性を確保すべく、その検

討・判断を行うにあたり、対象者株式価値算定のための独立の第三者算定機関を起用・選任

し、当該第三者算定機関から対象者算定書を取得した上で、対象者算定書を参考としてい

る。その上で、(a)当該第三者算定機関作成の対象者算定書の結論に至る計算過程につい

て、その算定手法は現在の実務に照らして一般的、合理的な手法であると言え、またその内

容についても現在の実務に照らして妥当なものであると考えられることから、特段不合理な

点あるいは著しい問題などは認められないと考えられること、(b)また対象者算定書を基礎

として対象者においても本取引の必要性及びメリット、対象者の今後の事業への影響といっ

た事情等を全般的に考慮した上で本公開買付価格の検討を行ってきたこと、(c)経験豊富な

ファイナンシャル・アドバイザーを起用し、本公開買付価格を含む本取引全般の条件交渉を

実施したこと、(d)その結果として、本公開買付価格は、対象者算定書における株式公開買

付価格に係る株式価値算定額レンジの範囲内であるのみならず、本答申書提出日の終値

（694円）を含む６ヶ月平均までの株価水準に対して約35％から約44％に相当する、過去の

同種事例におけるプレミアム実績と特段異ならない水準のプレミアムが付された価格となっ

ていること、(e)上記(a)から(d)までの第三者委員会での議論及び検討の結論を含め、特段

不合理な点あるいは著しい問題などは認識していないことから、これら対象者における対応

は、本公開買付けの条件とりわけ本公開買付価格の公正性を確保し、またこれらに関する対

象者の判断・意思決定について、その過程から恣意性を排除するための方法として合理性・

相当性があるものと思料する。また、上記「３　買付け等の目的」の「(4）本公開買付け後

の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の対象者の株主を公開買

付者のみとするための一連の手続の条件に関しても、今後特段の事情が無い限り、本公開買

付価格と同一の価格を基準として算定、決定するとの説明を受けている。上記一連の手続

は、本公開買付けの後、本公開買付けに続く手続として行われることが予定されているもの

（いわゆる二段階買収としての手続）であるところ、時間的に近接した両手続における取引

条件が同一のものとなるようにすることについては、合理性が認められるものと考えられ

る。その上で、上記のとおり本公開買付けの条件、とりわけ本公開買付価格の公正性確保、

またこれらに関する対象者の判断・意思決定の過程から恣意性を排除するための方法につい

てはいずれも合理性・相当性が認められる。それゆえ、上記一連の手続の条件に関してもそ

の公正性が確保されているものと思料する。また、本公開買付けの公開買付期間は30営業日

以上とすることが予定されているところ、これは対象者の株主において十分な検討及び判断

を行うために合理的な期間であると考えられる。

 　(ⅲ)上記「②　対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得」、

下記「④　対象者における独立した法律事務所からの助言」に記載の体制・状況のもと、親

子間における完全子会社化取引として、相対的に構造的な利益相反性が強いとも考えられる

本取引の特徴に鑑みて、対象者においては、本取引についてより慎重に条件の妥当性・公正

性を担保する必要がある旨を認識して、対象者から公開買付者に対して協議過程の早い段階

から少数株主の利益に十分配慮した取引条件を要請し、その妥当性・公正性、条件の現実性

といった事情について全般的な検証を重ねた上で、公開買付者との協議を経て本公開買付価

格についての最終的な調整が進められたとのことである。その後、最終的に対象者及び公開

買付者間で本公開買付価格を含む本取引の条件について合意するに至ったとのことである。

これらの点を含め、本取引の対応及び検討に向けた過程の中で、早期かつ詳細な開示・説明

による対象者の株主の適切な判断機会の確保、意思決定過程における恣意性の排除、また本

公開買付けの条件、とりわけ本公開買付価格の公正性の担保、また上記「３　買付け等の目

的」の「(4）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に

記載の対象者の株主を公開買付者のみとするための一連の手続の条件の公正性の担保に向け

た客観的状況の確保等の諸点について、具体的な対応が行われているものと考えられ、公正

な手続を通じた対象者の株主の利益への十分な配慮がなされていると考えられる。

 　(ⅳ)上記(ⅰ)から(ⅲ)までにおいて検討した諸事項から、本取引が対象者の少数株主に

とって特段不利益とは考えられないものと思料され、これらの事項以外の点に関して、本取

引が対象者の少数株主にとって不利益なものであると考える事情は現時点において特段見当

たらない。
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 ④　対象者における独立した法律事務所からの助言

 　対象者プレスリリースによれば、対象者取締役会は、本公開買付けを含む本取引に関する

意思決定過程等における透明性及び公正性を確保するため、対象者及び公開買付者から独立

したリーガル・アドバイザーとして大江橋法律事務所を選任し、同法律事務所より、本公開

買付けを含む本取引に関する意思決定過程、意思決定方法その他本公開買付けを含む本取引

に関する意思決定にあたっての留意点について、必要な法的助言を受けているとのことで

す。

  

 ⑤　対象者における利害関係を有しない取締役全員の承認及び監査役の異議がない旨の意見

 　対象者プレスリリースによれば、対象者取締役会は、大江橋法律事務所から得た本公開買

付けを含む本取引に関する意思決定過程、意思決定方法その他本公開買付けを含む本取引に

関する意思決定にあたっての留意点についての法的助言及び第三者算定機関である三菱東京

ＵＦＪ銀行から取得した対象者算定書の内容を踏まえつつ、第三者委員会から取得した本答

申書の内容を最大限に尊重しながら、本取引により対象者の企業価値の向上を図ることがで

きるか、本公開買付価格を含む本取引における諸条件は妥当なものであるか等の観点から慎

重に協議・検討を行ったとのことです。

 　対象者は、建設業界全体としては、大規模災害からの復興工事や平成32年に予定される東

京オリンピック・パラリンピックの開催に伴う建設投資の拡大から、当分の間堅調に推移す

るとみられ、国土交通省の道路局関係の公共投資額は、平成29年度で約１兆６千億円と、こ

れまで微増で推移してきているものの、復興工事が終了すると先行きは緩やかな減少が予想

されると認識しているとのことです。また、民間設備投資については、企業収益の改善を背

景に増加基調が続き、全体としては堅調に推移するものの、人口減少を背景に長期的には国

内建設市場の拡大は見込みにくく、また、先行き不透明な原材料価格の動向や技術者・技能

労働者不足の常態化等が企業収益に与える影響も懸念しているとのことです。

 　このような事業環境の中、対象者の中長期的な収益向上を実現するためには、ガバナンス

体制の強化・構築によるコンプライアンスの更なる強化とともに、建設事業において、官公

庁元請工事及び公開買付者グループからの受注高を維持することで安定した収益を確保する

ことに加え、官公庁元請工事の受注拡大のためのＰＦＩ事業への進出や、当面堅調に推移す

ることが見込まれる民間設備投資への対応として、メガソーラー工事や小規模商業施設等の

建築工事を含む民間顧客への営業強化と、環境型舗装といった環境分野の技術開発促進を

図っていく必要があると考えているとのことです。さらに、対象者においては、人手不足の

常態化への対策も求められており、ＩＣＴ施工機械の導入・開発や工事に熟練した技術者・

技能労働者の育成、確保も急務となっていると認識しているとのことです。また、アスファ

ルト合材ほかの製造・販売事業においては、同業大手との比較において更なる事業強化が必

要であるとの認識のもと、製造設備の更新・強化による製造コストの低減と品質の向上、環

境保全に努め、製造・販売量の確保を図っていく必要があると考えているとのことです。

 　しかしながら、こうした施策の実施にあたっては、公開買付者との間の経営資源及びノウ

ハウの相互活用等の一体経営が必要となるところ、対象者が上場を維持したままでは、その

独立性及び自主性という観点から少数株主との間で利益相反の問題が発生するおそれがあ

り、意思決定のスピードが求められる今日の市場環境においては望ましいものではないと考

えているとのことです。また、製造・販売事業における設備更新・強化に加え、環境分野で

の技術拡充、小規模建築事業の拡大などに向けて投資負担の増大が見込まれるところ、その

ことが対象者の短期的な利益水準に悪影響を及ぼす可能性、さらにはその後の収益回復に対

して不確実性を伴う可能性があり、これらが対象者普通株式の株価にも悪影響を及ぼす可能

性を否定できないとのことです。

 　本取引により、対象者が公開買付者の完全子会社となることは、意思決定の迅速化を通じ

て上記のような諸施策を速やかに実行することを可能とし、さらに、一体的な営業活動の推

進による営業力強化、公開買付者が有する建築事業の営業、施工面でのノウハウの提供を対

象者が受けることによる小規模建築事業の拡充、土木、舗装工事のＩＣＴ施工に関する共同

研究・開発促進による生産性向上等、対象者単独では対応が困難である課題解決に繋がると

ともに、対象者の事業機会の拡大を図っていくことを可能とするものであり、今後の対象者

の発展に資するものであるとの判断に至ったとのことです。

 　以上のとおり、対象者は、本取引により対象者の企業価値の一層の向上が見込まれると判

断したとのことです。
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 　また、本公開買付価格については、(ⅰ)対象者算定書における市場株価分析結果の範囲を

上回っており、また、類似会社比較分析結果及びＤＣＦ分析結果の範囲内であること、(ⅱ)

本公開買付けの実施についての公表日の前営業日である平成29年５月９日の東京証券取引所

市場第一部における対象者普通株式の普通取引終値の694円に対して35.45％（小数点以下第

三位四捨五入。以下本項の％の数値において同じです。）、過去１ヶ月間（平成29年４月10

日から平成29年５月９日まで）の普通取引終値の単純平均値653円に対して43.95％、過去

３ヶ月間（平成29年２月10日から平成29年５月９日まで）の普通取引終値の単純平均値670

円に対して40.30％、過去６ヶ月間（平成28年11月10日から平成29年５月９日まで）の普通

取引終値の単純平均値685円に対して37.23％のプレミアムをそれぞれ加えた金額となってい

ること、(ⅲ)「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するた

めの措置等本公開買付けの公正性を担保するための措置）」に記載の利益相反を回避するた

めの各措置を講じており、少数株主の利益への配慮を行っていること、(ⅳ)上記利益相反を

回避するための措置を講じた上で、対象者と公開買付者との間で独立当事者間の取引におけ

る協議・交渉と同等の協議・交渉が複数回行われた上で決定された価格であること、(ⅴ)対

象者の平成29年３月31日時点の１株当たり純資産額である1,038.64円を下回るものの、対象

者株式価値の算定にあたっては対象者が継続企業であることを前提とすべきところ、１株当

たり純資産額のみをもって本公開買付価格を判断することは妥当ではなく、また、清算のた

めの相当な追加コストの発生等を考慮すると、必ずしも簿価純資産額がそのまま換価される

わけでもないと考えたことから、本公開買付けは、対象者の株主の皆様に対して合理的な株

式の売却の機会を提供するものであると判断したとのことです。

 　以上により、対象者は、平成29年５月10日開催の取締役会において、本公開買付けに賛同

する意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対して、本公開買付けへの応募を推奨

する旨の決議をしたとのことです。

 　なお、対象者取締役８名のうち、髙貝克也氏は公開買付者からの出向者であり、佐藤俊美

氏は公開買付者の執行役員であり、また、長谷川仁氏は、平成29年６月開催予定の対象者の

定時株主総会をもって対象者の取締役を退任し、公開買付者の顧問に就任することが内定し

ていることから、対象者における本取引の検討において構造的な利益相反状態が生じ得るこ

とに鑑み、対象者取締役会における本取引に関する議題の審議及び決議には一切参加してお

らず、対象者の立場において公開買付者との協議及び交渉にも一切参加していないとのこと

です。

 　また、当該取締役会には、一身上の都合により欠席した岡野正知氏を除き、対象者の社外

監査役を含む監査役３名が出席し、その全ての監査役が対象者取締役会が上記の決議を行う

ことにつき異議がない旨の意見を述べているとのことです（なお、対象者の取締役会は、取

締役会に欠席した岡野正知氏からも、取締役会が上記の決議を行うことにつき異議がないこ

とを別途確認しているとのことです。）。

  

 ⑥　他の買付者からの買付機会を確保するための措置

 　当社は、公開買付期間について、法令に定められた最短期間が20営業日であるところ、30

営業日としております。公開買付期間を比較的長期に設定することにより、対象者の株主の

皆様に本公開買付けに対する応募について適切な判断機会を確保しつつ、当社以外の者にも

対抗的な買付け等を行う機会を確保し、もって本公開買付価格の適正性も担保することを企

図しております。さらに、当社と対象者は、対象者が対抗的買収提案者と接触することを禁

止するような取引保護条項を含む合意等、当該対抗的買収提案者が対象者との間で接触等を

行うことを制限するような内容の合意は一切行っておらず、上記公開買付期間の設定と合わ

せ、対抗的な買付け等の機会が確保されることにより、本公開買付けの公正性の担保にも配

慮しております。
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（３）【買付予定の株券等の数】

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限

26,243,052（株） ―（株） ―（株）

　（注１）　本公開買付けにおいては、買付予定数の上限及び下限を設定しておりませんので、応募株券等の全部の買付

け等を行います。また、買付予定の株券等の数は、本決算短信に記載された平成29年３月31日現在の対象者

の発行済株式総数（46,818,807株）から、本決算短信に記載された同日現在の対象者が所有する自己株式数

（1,829,234株）及び当社が所有する対象者普通株式数（18,746,521株）を控除した株式数（26,243,052

株）になります。

　（注２）　単元未満株式も本公開買付けの対象としております。なお、会社法に従って株主による単元未満株式買取請

求権が行使された場合には、対象者は法令の手続に従い公開買付期間中に自己の株式を買い取ることがあり

ます。

　（注３）　本公開買付けを通じて、対象者が所有する自己株式を取得する予定はありません。
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５【買付け等を行った後における株券等所有割合】

区分 議決権の数

買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a) 262,430

ａのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(b) －

ｂのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(c)
－

公開買付者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年５月11日現在）（個）(d) 187,465

ｄのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(e) －

ｅのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(f)
－

特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年５月11日現在）（個）(g) 0

ｇのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(h) －

ｈのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(i)
－

対象者の総株主等の議決権の数（平成28年９月30日現在）（個）(j) 449,534

買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合

(a／j)（％）
58.33

買付け等を行った後における株券等所有割合

((a＋d＋g)／(j＋(b－c)＋(e－f)＋(h－i))×100)（％）
100.00

　（注１）　「買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a)」は、本公開買付けにおける買付予定の株券等の数

（26,243,052株）に係る議決権の数を記載しております。

　（注２）　「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年５月11日現在）（個）(g)」は、各特別関係者（但

し、特別関係者のうち法第27条の２第１項各号における株券等所有割合の計算において府令第３条第２項第

１号に基づき特別関係者から除外される者（以下「小規模所有者」といいます。）を除きます。）が所有す

る株券等に係る議決権の数の合計を記載しております。なお、特別関係者の所有株券等（但し、対象者が所

有する自己株式を除きます。）も本公開買付けの対象としているため、「買付け等を行った後における株券

等所有割合」の計算においては、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年５月11日現在）

（個）(g)」は分子に加算しておりません。

　（注３）　「対象者の総株主等の議決権の数（平成28年９月30日現在）（個）(j)」は、対象者が平成29年２月14日に

提出した第86期第３四半期報告書に記載された平成28年９月30日現在の総株主の議決権の数（１単元の株式

数を100株として記載されたもの）です。但し、単元未満株式も本公開買付けの対象としているため、「買

付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後におけ

る株券等所有割合」の計算においては、本決算短信に記載された平成29年３月31日現在の対象者の発行済株

式総数（46,818,807株）から、本決算短信に記載された同日現在の対象者が所有する自己株式数

（1,829,234株）を控除した株式数（44,989,573株）に係る議決権の数（449,895個）を「対象者の総株主等

の議決権の数（平成28年９月30日現在）（個）(j)」として計算しております。

　（注４）　「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後に

おける株券等所有割合」については、小数点以下第三位を四捨五入しております。
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６【株券等の取得に関する許可等】

（１）【株券等の種類】

普通株式

 

（２）【根拠法令】

　当社は、独占禁止法第10条第２項に基づき、公正取引委員会に対し、本公開買付けによる株式取得（以下

「本株式取得」といいます。）の前に、本株式取得に関する計画をあらかじめ届け出なければならず（以下、

当該届出を「事前届出」といいます。）、同条第８項により事前届出が受理された日から30日（短縮される場

合もあります。）を経過する日までは本株式取得をすることはできません（以下、本株式取得が禁止される当

該期間を「取得禁止期間」といいます。）。

　また、独占禁止法第10条第１項は、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる他の会社の

株式の取得行為を禁止しており、公正取引委員会はこれに違反する行為を排除するために必要な措置を命ずる

ことができます（同法第17条の２第１項。以下「排除措置命令」といいます。）。公正取引委員会は、排除措

置命令を発令しようとするときは、当該排除措置命令の名宛人となるべき者について意見聴取を行わなければ

ならず（同法第49条）、かかる意見聴取を行うにあたっては、予定する排除措置命令の内容等を名宛人に通知

しなければなりませんが（同法第50条第１項。以下「排除措置命令の事前通知」といいます。）、事前届出に

係る株式取得に関する計画に対する排除措置命令の事前通知は、一定の期間（上記事前届出が受理された日か

ら原則30日間ですが、延長又は短縮される場合もあります。以下「措置期間」といいます。）内に行うことと

されております（同法第10条第９項）。なお、公正取引委員会は、排除措置命令の事前通知をしないこととし

た場合、その旨の通知（以下「排除措置命令を行わない旨の通知」といいます。）をするものとされておりま

す（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第９条から第16条までの規定による認可の申請、報告及

び届出等に関する規則（昭和28年公正取引委員会規則第１号。その後の改正を含みます。）第９条）。

　当社は、本株式取得に関して、平成29年４月７日に公正取引委員会に対して事前届出を行い、同日付で受理

されております。そして、平成29年４月28日付で公正取引委員会より排除措置命令を行わない旨の通知を受領

したため、措置期間は同日をもって、終了しております。また、本株式取得に関して、公開買付者は、公正取

引委員会から、平成29年４月28日付で、30日の取得禁止期間を21日に短縮する旨の通知を受領したため、平成

29年４月28日をもって、取得禁止期間は終了しております。

 

（３）【許可等の日付及び番号】

許可等の日付　　平成29年４月28日（排除措置命令を行わない旨の通知及び取得禁止期間の短縮の通知を受

けたことによる）

許可等の番号　　公経企第288号（排除措置命令を行わない旨の通知書の番号）

公経企第289号（禁止期間の短縮の通知書の番号）
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７【応募及び契約の解除の方法】

（１）【応募の方法】

①　公開買付代理人

野村證券株式会社　　東京都中央区日本橋一丁目９番１号

 

②　本公開買付けに係る株券等の買付け等の申込みに対する承諾又は売付け等の申込みをされる方（以下「応募株

主等」といいます。）は、公開買付代理人の本店又は全国各支店において、所定の「公開買付応募申込書」に所

要事項を記載の上、公開買付期間末日の15時30分までに応募してください。応募の際には、ご印鑑、マイナン

バー（個人番号）又は法人番号、本人確認書類等が必要になる場合があります。（注１）

　野村ホームトレードを経由した応募の受付は行われません。

　なお、野村ネット＆コールにおける応募の受付は、野村ネット＆コールのウェブサイト

（https://netcall.nomura.co.jp/）にて公開買付期間末日の15時30分までに応募していただくか、又は所定の

「公開買付応募申込書」を野村ネット＆コール　カスタマーサポートまでご請求いただき、所要事項を記載のう

え野村ネット＆コール宛に送付してください。「公開買付応募申込書」は公開買付期間末日の15時30分までに野

村ネット＆コールに到着することを条件とします。

 

③　株券等の応募の受付にあたっては、応募株主等が公開買付代理人に設定した応募株主等名義の口座（以下「応

募株主等口座」といいます。）に、応募する予定の株券等が記録されている必要があります。そのため、応募す

る予定の株券等が、公開買付代理人以外の金融商品取引業者等に設定された口座に記録されている場合（対象者

の特別口座の口座管理機関である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に設定された特別口座に記録されている場合を含

みます。）は、応募に先立ち、応募株主等口座への振替手続を完了していただく必要があります。

 

④　本公開買付けにおいては、公開買付代理人以外の金融商品取引業者を経由した応募の受付は行われません。

 

⑤　外国の居住者であり、公開買付代理人にお取引可能な口座をお持ちでない株主等（法人株主等を含みます。以

下「外国人株主等」といいます。）の場合、日本国内の常任代理人を通じて応募してください。なお、野村ネッ

ト＆コールにおいては、外国人株主等からの応募の受付は行いません。

 

⑥　居住者である個人株主の場合、公開買付けにより売却された株券等に係る売却代金と取得費との差額は、原則

として株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税の適用対象となります。（注２）
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⑦　応募株券等の全部の買付けが行われないこととなった場合、買付けの行われなかった株券等は応募株主等に返

還されます。

 

（注１）　ご印鑑、マイナンバー（個人番号）又は法人番号、本人確認書類等について

公開買付代理人である野村證券株式会社に新規に口座を開設する場合、ご印鑑が必要となるほか、マイ

ナンバー（個人番号）又は法人番号及び本人確認書類等が必要になります。また、既に口座を有してい

る場合であっても、住所変更、取引店変更、税務に係る手続き等の都度、マイナンバー（個人番号）又

は法人番号及び本人確認書類等が必要な場合があります。なお、マイナンバー（個人番号）を確認する

ために提出する書類により、必要となる本人確認書類が異なります。マイナンバー（個人番号）又は法

人番号を確認するための書類及び本人確認書類の詳細につきましては、公開買付代理人にお尋ねくださ

い。

 

・個人の場合

マイナンバー（個人番号）提供時の必要書類

マイナンバー（個人番号）の提供に際しては、所定の「マイナンバー提供書」のほか、[１]マイナ

ンバー（個人番号）を確認するための書類と、[２]本人確認書類が必要です。

［１］マイナンバー（個人番号）を確認するための書類

個人番号カード、通知カード、マイナンバー（個人番号）の記載された住民票の写し、マイ

ナンバー（個人番号）の記載された住民票記載事項証明書、のいずれか１点が必要です。

［２］本人確認書類

マイナンバー（個人番号）を確認するための書
類

必要な本人確認書類

個人番号カード 不要

通知カード ［Ａ］のいずれか１点、又は［Ｂ］のうち２点

マイナンバー（個人番号）の記載された住民票

の写し ［Ａ］又は［Ｂ］のうち、「住民票の写し」

「住民票記載事項証明書」以外の１点マイナンバー（個人番号）の記載された住民票

記載事項証明書

［Ａ］顔写真付の本人確認書類

・有効期間内の原本のコピーの提出が必要

旅券（パスポート）、運転免許証、運転経歴証明書、身体障害者手帳、精神障害者保健

福祉手帳、療育手帳、在留カード、特別永住者証明書

［Ｂ］顔写真のない本人確認書類

・発行から６ヶ月以内の原本又はコピーの提出が必要

住民票の写し、住民票の記載事項証明書、印鑑登録証明書

・有効期間内の原本のコピーの提出が必要

健康保険証（各種）、国民年金手帳（氏名・住所・生年月日の記載があるもの）、福祉

手帳（各種）

※本人確認書類（原本・コピー）は、以下２点を確認できる必要があります。

①本人確認書類そのものの有効期限　②申込書に記載された住所・氏名・生年月日

※コピーの場合は、あらためて原本の提示をお願いする場合があります。

※野村證券株式会社より本人確認書類の記載住所に「取引に係る文書」を郵送し、ご本人

様の確認をさせていただきます。

※新規口座開設、住所変更等の各種手続きに係る本人確認書類を提出いただく場合、口座

名義人様の本人確認書類に限りマイナンバー（個人番号）の提供に必要な書類を兼ねる

ことができます（同じものを２枚以上提出いただく必要はありません。）。
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・法人の場合

登記簿謄本、官公庁から発行された書類等の本人確認書類が必要になります。

※本人特定事項　①名称　②本店又は主たる事務所の所在地

※法人自体の本人確認に加え、代表者若しくは代理人・取引担当者個人（契約締結の任に当たる

者）の本人確認が必要となります。

法人番号の提供に際しては、法人番号を確認するための書類として、「国税庁　法人番号公表サイ

ト」で検索した結果画面を印刷したもの又は「法人番号指定通知書」のコピーが必要となります。

また、所定の「法人番号提供書」が必要となる場合があります。

 

・外国人（居住者を除きます。）、外国に本店又は主たる事務所を有する法人の場合

日本国政府の承認した外国政府又は権限ある国際機関の発行した書類その他これに類するもので、

居住者の本人確認書類に準じるもの等の本人確認書類が必要になります。

 

野村ネット＆コールにおいて応募する場合で、新規に口座を開設する場合には、野村ネット＆コールの

ウェブサイト（https://netcall.nomura.co.jp/）、又は野村ネット＆コール　カスタマーサポートま

で口座開設キットをご請求いただき、お手続きください。口座開設には一定の期間を要しますので、必

要な期間等をご確認いただき、早めにお手続きください。

 

（注２）　株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税について（個人株主の場合）

個人株主の方につきましては、株式等の譲渡所得等には原則として申告分離課税が適用されます。税務

上の具体的なご質問等は税理士等の専門家にご相談いただき、ご自身でご判断いただきますようお願い

申し上げます。

 

（２）【契約の解除の方法】

　応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。契

約の解除をする場合は、公開買付期間末日の15時30分までに下記に指定する者の応募の受付を行った本店又は

全国各支店に、公開買付けに係る契約の解除を行う旨の書面（以下「解除書面」といいます。）を交付又は送

付してください。但し、送付の場合は、解除書面が公開買付期間末日の15時30分までに到達することを条件と

します。なお、野村ネット＆コールにおいて応募された契約の解除は、野村ネット＆コールのウェブサイト

（https://netcall.nomura.co.jp/）上の操作又は解除書面の送付により行ってください。野村ネット＆コー

ルのウェブサイト上の操作による場合は当該ウェブサイトに記載される方法に従い、公開買付期間末日の15時

30分までに解除手続きを行ってください。解除書面の送付による場合は、予め解除書面を野村ネット＆コー

ル　カスタマーサポートに請求した上で、野村ネット＆コール宛に送付してください。野村ネット＆コールに

おいても、解除書面が公開買付期間末日の15時30分までに到着することを条件とします。

 

解除書面を受領する権限を有する者

野村證券株式会社　　東京都中央区日本橋一丁目９番１号

（その他の野村證券株式会社全国各支店）

 

（３）【株券等の返還方法】

　応募株主等が上記「(2）契約の解除の方法」に記載の方法により公開買付けに係る契約の解除を申し出た場

合には、解除手続終了後速やかに、下記「10　決済の方法」の「(4）株券等の返還方法」に記載の方法により

応募株券等を返還します。

 

（４）【株券等の保管及び返還を行う金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

野村證券株式会社　　東京都中央区日本橋一丁目９番１号
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８【買付け等に要する資金】

（１）【買付け等に要する資金等】

買付代金（円）(a) 24,668,468,880

金銭以外の対価の種類 ―

金銭以外の対価の総額 ―

買付手数料(b) 150,000,000

その他(c) 5,000,000

合計(a)＋(b)＋(c) 24,823,468,880

　（注１）　「買付代金（円）(a)」欄には、買付予定数（26,243,052株）に１株当たりの本公開買付価格（940円）を乗

じた金額を記載しております。

　（注２）　「買付手数料(b)」欄には、公開買付代理人に支払う手数料の見積額を記載しております。

　（注３）　「その他(c)」欄には、本公開買付けに関する公告及び公開買付説明書その他必要書類の印刷費その他諸費

用につき、その見積額を記載しております。

　（注４）　その他公開買付代理人に支払われる諸経費及び弁護士報酬等がありますが、その額は本公開買付終了後まで

未定です。

　（注５）　上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

（２）【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等】

①【届出日の前々日又は前日現在の預金】

種類 金額（千円）

普通預金 78,837,000

当座預金 242,061

計(a) 79,079,061

 

②【届出日前の借入金】

イ【金融機関】

 借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

１ ― ― ― ―

２ ― ― ― ―

計 ―

 

ロ【金融機関以外】

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

― ― ― ―

― ― ― ―

計 ―

 

③【届出日以後に借入れを予定している資金】

イ【金融機関】

 借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

１ ― ― ― ―

２ ― ― ― ―

計(b) ―
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ロ【金融機関以外】

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

― ― ― ―

― ― ― ―

計(c) ―

 

④【その他資金調達方法】

内容 金額（千円）

― ―

計(d) ―

 

⑤【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等の合計】

79,079,061千円（(a)＋(b)＋(c)＋(d)）

 

（３）【買付け等の対価とする有価証券の発行者と公開買付者との関係等】

　該当事項はありません。

 

９【買付け等の対価とする有価証券の発行者の状況】

　該当事項はありません。

 

１０【決済の方法】

（１）【買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

野村證券株式会社　　東京都中央区日本橋一丁目９番１号

 

（２）【決済の開始日】

平成29年６月28日（水曜日）

 

（３）【決済の方法】

　公開買付期間終了後遅滞なく、公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等（外国人株主等の場合は常

任代理人）の住所宛に郵送します。なお、野村ネット＆コールにおいて書面の電子交付等に承諾されている場

合には、野村ネット＆コールのウェブサイト（https://netcall.nomura.co.jp/）にて電磁的方法により交付

します。

　買付けは、金銭にて行います。応募株主等は公開買付けによる売却代金を、送金等の応募株主等が指示した

方法により、決済の開始日以後遅滞なく受け取ることができます（送金手数料がかかる場合があります。）。

 

（４）【株券等の返還方法】

　下記「11　その他買付け等の条件及び方法」の「(2）公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回

等の開示の方法」に記載の条件に基づき応募株券等の全部を買付けないこととなった場合には、公開買付期間

の末日の翌々営業日（公開買付けの撤回等を行った場合は撤回等を行った日）以後速やかに、公開買付代理人

の応募株主等口座上で、返還すべき株券等を応募が行われた直前の記録に戻すことにより返還します（株券等

を他の金融商品取引業者等に設定した応募株主等の口座に振替える場合は、応募の受付をされた公開買付代理

人の本店又は全国各支店にご確認ください。）。
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１１【その他買付け等の条件及び方法】

（１）【法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容】

　本公開買付けにおいては、買付予定数の上限及び下限を設定しておりません。従って、公開買付者は、応募

株券等の全部の買付け等を行います。

 

（２）【公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法】

　令第14条第１項第１号イないしリ及びヲないしソ、第３号イないしチ及びヌ並びに同条第２項第３号ないし

第６号に定める事情のいずれかが生じた場合は、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。なお、本公開

買付けにおいて、令第14条第１項第３号ヌに定める「イからリまでに掲げる事実に準ずる事実」とは、対象者

が過去に提出した法定開示書類について、重要な事項につき虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項の

記載が欠けていることが判明した場合であって、公開買付者が当該虚偽記載等があることを知らず、かつ、相

当の注意を用いたにもかかわらず知ることができなかった場合をいいます。撤回等を行おうとする場合は、電

子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、公開買付期間末日までに公告を行うことが困難で

ある場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行います。

 

（３）【買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方法】

　法第27条の６第１項第１号の規定により、公開買付期間中に対象者が令第13条第１項に定める行為を行った

場合には、府令第19条第１項の規定に定める基準に従い、買付け等の価格の引下げを行うことがあります。買

付け等の価格の引下げを行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、

公開買付期間末日までに公告を行うことが困難である場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その

後直ちに公告を行います。買付け等の価格の引下げがなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等

についても、引下げ後の買付け等の価格により買付け等を行います。

 

（４）【応募株主等の契約の解除権についての事項】

　応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。解

除の方法については、上記「７　応募及び契約の解除の方法」の「(2）契約の解除の方法」に記載の方法によ

るものとします。なお、公開買付者は、応募株主等による契約の解除があった場合においても、損害賠償又は

違約金の支払いを応募株主等に請求することはありません。また、応募株券等の返還に要する費用も公開買付

者の負担とします。

 

（５）【買付条件等の変更をした場合の開示の方法】

　公開買付者は、公開買付期間中、法第27条の６第１項及び令第13条により禁止される場合を除き、買付条件

等の変更を行うことがあります。買付条件等の変更を行おうとする場合は、その変更の内容等につき電子公告

を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、公開買付期間末日までに公告を行うことが困難である場

合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行います。買付条件等の変更がなされた

場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、変更後の買付条件等により買付け等を行います。

 

（６）【訂正届出書を提出した場合の開示の方法】

　訂正届出書を関東財務局長に提出した場合は、直ちに、訂正届出書に記載した内容のうち、公開買付開始公

告に記載した内容に係るものを、府令第20条に規定する方法により公表します。また、直ちに公開買付説明書

を訂正し、かつ、既に公開買付説明書を交付している応募株主等に対しては訂正した公開買付説明書を交付し

て訂正します。但し、訂正の範囲が小範囲に止まる場合には、訂正の理由、訂正した事項及び訂正後の内容を

記載した書面を作成し、その書面を応募株主等に交付する方法により訂正します。

 

（７）【公開買付けの結果の開示の方法】

　本公開買付けの結果については、公開買付期間末日の翌日に、令第９条の４及び府令第30条の２に規定する

方法により公表します。
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第２【公開買付者の状況】

１【会社の場合】

（１）【会社の概要】

①【会社の沿革】

 

②【会社の目的及び事業の内容】

 

③【資本金の額及び発行済株式の総数】

 

④【大株主】

平成　年　月　日現在
 

氏名又は名称 住所又は所在地
所有株式の数
（千株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
の数の割合（％）

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

計 ― ― ―

 

⑤【役員の職歴及び所有株式の数】

平成　年　月　日現在
 

役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

計 ―

 

（２）【経理の状況】

①【貸借対照表】

 

②【損益計算書】

 

③【株主資本等変動計算書】
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（３）【継続開示会社たる公開買付者に関する事項】

①【公開買付者が提出した書類】

イ【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第112期（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）　平成28年６月30日　関東財務局長

に提出

 

ロ【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第113期第３四半期（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）　平成29年２月14日　関

東財務局長に提出

 

ハ【訂正報告書】

　該当事項はありません。

 

②【上記書類を縦覧に供している場所】

株式会社大林組

（東京都港区港南２丁目15番２号）

株式会社大林組横浜支店

（横浜市神奈川区鶴屋町２丁目23番地２）

株式会社大林組名古屋支店

（名古屋市東区東桜１丁目10番19号）

株式会社大林組大阪本店

（大阪市北区中之島３丁目６番32号）

株式会社大林組神戸支店

（神戸市中央区加納町４丁目４番17号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

証券会員制法人福岡証券取引所

（福岡市中央区天神２丁目14番２号）

 

２【会社以外の団体の場合】

　該当事項はありません。

 

３【個人の場合】

　該当事項はありません。
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第３【公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有状況及び取引状況】

１【株券等の所有状況】

（１）【公開買付者及び特別関係者による株券等の所有状況の合計】

（平成29年５月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 187,897（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 187,897 ― ―

所有株券等の合計数 187,897 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注１）　特別関係者である対象者は、本書提出日現在、対象者普通株式1,829,234株を所有しておりますが、すべて

自己株式であるため議決権はありません。

　（注２）　上記「所有する株券等の数」には、小規模所有者が所有する株券等に係る議決権の数432個を含めておりま

す。なお、かかる議決権の数は、上記「第１　公開買付要項」の「５　買付け等を行った後における株券等

所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年５月11日現在）（個）(g)」

に含めておりません。

 

（２）【公開買付者による株券等の所有状況】

（平成29年５月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 187,465（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 187,465 ― ―

所有株券等の合計数 187,465 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―
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（３）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者合計）】

（平成29年５月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 432（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 432 ― ―

所有株券等の合計数 432 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注１）　特別関係者である対象者は、本書提出日現在、対象者普通株式1,829,234株を所有しておりますが、すべて

自己株式であるため議決権はありません。

　（注２）　上記「所有する株券等の数」には、小規模所有者が所有する株券等に係る議決権の数432個を含めておりま

す。なお、かかる議決権の数は、上記「第１　公開買付要項」の「５　買付け等を行った後における株券等

所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年５月11日現在）（個）(g)」

に含めておりません。

 

（４）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者ごとの内訳）】

①【特別関係者】

（平成29年５月11日現在）
 

氏名又は名称 大林道路株式会社

住所又は所在地 東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号

職業又は事業の内容 舗装工事、土木工事、建築工事等の請負並びにこれらに関連する事業、その他

連絡先

連絡者　　　大林道路株式会社　本店総務部

連絡場所　　東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号

電話番号　　03-3295-8860

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人である対象者

 

（平成29年５月11日現在）
 

氏名又は名称 大林　剛郎

住所又は所在地 東京都港区港南２丁目15番２号（公開買付者所在地）

職業又は事業の内容 株式会社大林組　代表取締役会長

連絡先

連絡者　　　株式会社大林組　本社総務部

連絡場所　　東京都港区港南２丁目15番２号

電話番号　　03-5769-1017

公開買付者との関係 公開買付者の役員
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（平成29年５月11日現在）

 

氏名又は名称 長谷川　仁

住所又は所在地 東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 大林道路株式会社　代表取締役社長

連絡先

連絡者　　　大林道路株式会社　本店総務部

連絡場所　　東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号

電話番号　　03-3295-8860

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

（平成29年５月11日現在）
 

氏名又は名称 石塚　義男

住所又は所在地 東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 大林道路株式会社　代表取締役副社長

連絡先

連絡者　　　大林道路株式会社　本店総務部

連絡場所　　東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号

電話番号　　03-3295-8860

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

（平成29年５月11日現在）
 

氏名又は名称 濱田　道博

住所又は所在地 東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 大林道路株式会社　代表取締役専務執行役員

連絡先

連絡者　　　大林道路株式会社　本店総務部

連絡場所　　東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号

電話番号　　03-3295-8860

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

（平成29年５月11日現在）
 

氏名又は名称 斉藤　克巳

住所又は所在地 東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 大林道路株式会社　取締役常務執行役員

連絡先

連絡者　　　大林道路株式会社　本店総務部

連絡場所　　東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号

電話番号　　03-3295-8860

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員
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（平成29年５月11日現在）

 

氏名又は名称 髙貝　克也

住所又は所在地 東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 大林道路株式会社　取締役常務執行役員

連絡先

連絡者　　　大林道路株式会社　本店総務部

連絡場所　　東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号

電話番号　　03-3295-8860

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

（平成29年５月11日現在）
 

氏名又は名称 坪内　卓夫

住所又は所在地 東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 大林道路株式会社　取締役

連絡先

連絡者　　　大林道路株式会社　本店総務部

連絡場所　　東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号

電話番号　　03-3295-8860

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

（平成29年５月11日現在）
 

氏名又は名称 山内　賴道

住所又は所在地 東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 大林道路株式会社　監査役

連絡先

連絡者　　　大林道路株式会社　本店総務部

連絡場所　　東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号

電話番号　　03-3295-8860

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

②【所有株券等の数】

大林道路株式会社

（平成29年５月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 ０（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 ０ ― ―

所有株券等の合計数 ０ ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　特別関係者である対象者は、本書提出日現在、対象者普通株式1,829,234株を所有しておりますが、すべて自

己株式であるため議決権はありません。
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大林　剛郎

（平成29年５月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 102（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 102 ― ―

所有株券等の合計数 102 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　大林剛郎氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（平成29年５月11日現在）（個）(g)」に含めておりません。

 

長谷川　仁

（平成29年５月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 50（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 50 ― ―

所有株券等の合計数 50 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　長谷川仁氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（平成29年５月11日現在）（個）(g)」に含めておりません。
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石塚　義男

（平成29年５月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 40（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 40 ― ―

所有株券等の合計数 40 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　石塚義男氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（平成29年５月11日現在）（個）(g)」に含めておりません。

 

濱田　道博

（平成29年５月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 50（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 50 ― ―

所有株券等の合計数 50 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　濱田道博氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（平成29年５月11日現在）（個）(g)」に含めておりません。
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斉藤　克巳

（平成29年５月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 30（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 30 ― ―

所有株券等の合計数 30 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　斉藤克巳氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（平成29年５月11日現在）（個）(g)」に含めておりません。

 

髙貝　克也

（平成29年５月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 20（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 20 ― ―

所有株券等の合計数 20 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　髙貝克也氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（平成29年５月11日現在）（個）(g)」に含めておりません。
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坪内　卓夫

（平成29年５月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 120（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 120 ― ―

所有株券等の合計数 120 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　坪内卓夫氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（平成29年５月11日現在）（個）(g)」に含めておりません。

 

山内　賴道

（平成29年５月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 20（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 20 ― ―

所有株券等の合計数 20 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　山内賴道氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（平成29年５月11日現在）（個）(g)」に含めておりません。
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２【株券等の取引状況】

（１）【届出日前60日間の取引状況】

　該当事項はありません。

 

３【当該株券等に関して締結されている重要な契約】

　該当事項はありません。

 

４【届出書の提出日以後に株券等の買付け等を行う旨の契約】

　該当事項はありません。

 

第４【公開買付者と対象者との取引等】

１【公開買付者と対象者又はその役員との間の取引の有無及び内容】

(1）公開買付者と対象者との取引

　最近の３事業年度における公開買付者と対象者との間の取引の概要及び取引金額は以下のとおりです。

（単位：百万円）
 

取引の概要
平成25年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

平成26年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

平成27年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

公開買付者から対象者への建設

工事の発注
23,382 22,080 21,149

　（参考）平成28年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）については、公開買付者から対象者への建設工

事の発注の金額は、19,749百万円となっております。なお、公開買付者は平成29年６月30日に第113期（自　

平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）有価証券報告書を関東財務局長に提出する予定です。

 

(2）公開買付者と対象者の役員との間の取引の有無及び内容

　該当事項はありません。
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２【公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容】

(1）公開買付者と対象者との間の合意の有無及び内容

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成29年５月10日開催の取締役会において、本公開買付けに賛同の

意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対して本公開買付けへの応募を推奨する旨の決議を行ったとのこ

とです。なお、これらの対象者の意思決定に係る詳細については、対象者プレスリリース及び上記「第１　公開買

付要項」の「４　買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数」の「(2）買付け等の価格」の「算

定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付

けの公正性を担保するための措置）」の「⑤　対象者における利害関係を有しない取締役全員の承認及び監査役の

異議がない旨の意見」をご参照ください。

 

(2）公開買付者と対象者の役員との間の合意の有無及び内容

　対象者の代表取締役社長である長谷川仁氏は、平成29年６月開催予定の対象者の定時株主総会をもって対象者の

取締役を退任し、公開買付者の顧問に就任することが内定しております。

 

(3）本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針

　上記「第１　公開買付要項」の「３　買付け等の目的」の「(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景、

目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針」をご参照ください。

 

(4）本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担

保するための措置

　上記「第１　公開買付要項」の「４　買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数」の「(2）買

付け等の価格」の「算定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するた

めの措置等本公開買付けの公正性を担保するための措置）」をご参照ください。
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第５【対象者の状況】

１【最近３年間の損益状況等】

（１）【損益の状況】

決算年月 ― ― ―

売上高 ― ― ―

売上原価 ― ― ―

販売費及び一般管理費 ― ― ―

営業外収益 ― ― ―

営業外費用 ― ― ―

当期純利益（当期純損失） ― ― ―

 

（２）【１株当たりの状況】

決算年月 ― ― ―

１株当たり当期純損益 ― ― ―

１株当たり配当額 ― ― ―

１株当たり純資産額 ― ― ―

 

２【株価の状況】
（単位：円）

 

金融商品取引所名
又は認可金融商品
取引業協会名

東京証券取引所　市場第一部

月別 平成28年11月 12月 平成29年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高株価 709 750 730 700 696 682 699

最低株価 603 692 680 660 664 605 677

　（注）　平成29年５月については、５月10日までのものです。

 

３【株主の状況】

（１）【所有者別の状況】

平成　年　月　日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数　　株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― ― ― ― ― ― ― ― ―

所有株式数

（単元）
― ― ― ― ― ― ― ― ―

所有株式数の割

合（％）
― ― ― ― ― ― ― ― ―
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（２）【大株主及び役員の所有株式の数】

①【大株主】

平成　年　月　日現在
 

氏名又は名称 住所又は所在地
所有株式数
（株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
数の割合（％）

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

計 ― ― ―

 

②【役員】

平成　年　月　日現在
 

氏名 役名 職名
所有株式数
（株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
数の割合（％）

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

計 ― ― ― ―

 

４【継続開示会社たる対象者に関する事項】

（１）【対象者が提出した書類】

①【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第84期（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）　平成27年６月25日　関東財務局長に提

出

　事業年度　第85期（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）　平成28年６月27日　関東財務局長に提

出

 

②【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第86期第３四半期（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）　平成29年２月14日　関東財

務局長に提出

 

③【臨時報告書】

　②の四半期報告書の提出後、本書提出日（平成29年５月11日）までに、企業内容等の開示に関する内閣府令第

19条第２項第９号の規定に基づき、臨時報告書を平成29年３月８日に関東財務局長に提出

 

④【訂正報告書】

　該当事項はありません。
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（２）【上記書類を縦覧に供している場所】

大林道路株式会社

（東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号）

大林道路株式会社大阪支店

（大阪市北区西天満１丁目２番５号）

大林道路株式会社中部支店

（名古屋市中区丸の内２丁目18番25号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

５【伝達を受けた公開買付け等の実施に関する事実の内容等】

　該当事項はありません。

 

６【その他】

(1）「平成29年３月期決算短信〔日本基準〕（連結）」の公表

　対象者は、平成29年５月10日に「平成29年３月期決算短信〔日本基準〕（連結）」を公表しております。当該公

表に基づく、同期の対象者の損益状況は以下のとおりです。なお、当該内容につきましては、法第193条の２第１

項の規定に基づく監査法人の監査を受けておりません。また、以下の公表内容の概要は、対象者が公表した内容を

一部抜粋したものです。詳細につきましては、当該公表の内容をご参照下さい。

 

①　損益の状況

決算年月 平成29年３月期（連結）

売上高 101,441百万円

売上原価 86,246百万円

販売費及び一般管理費 5,518百万円

営業外収益 129百万円

営業外費用 32百万円

当期純利益 6,779百万円

 

②　１株当たりの状況

決算年月 平成29年３月期（連結）

１株当たり当期純利益 150.69円

１株当たり配当金 20.00円

１株当たり純資産額 1,038.64円

 

(2）平成29年３月期期末配当

　対象者は、平成29年５月10日に「剰余金の配当に関するお知らせ」を公表しております。当該公表によれば、対

象者は、同日開催の対象者の取締役会において、平成29年３月期の期末配当金を当初公表の１株当たり16円から４

円増配し、１株当たり20円とすることを決議しております。詳細につきましては、当該公表の内容をご参照下さ

い。
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